
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
被検者の動脈情報に基づいて動脈硬化解析結果を出力する動脈硬化解析システムであって
、
　比較情報を記憶する記憶部と、前記動脈情報に基づいて動脈硬化状態を解析する解析部
とを備え、
　前記動脈情報は前記被検者の動脈血管が拡張収縮変形する際の動画を含み、前記比較情
報は年齢の異なる複数人の年齢と動脈硬化係数との相関関係を含み、
　前記解析部は、前記動画から求められる動脈血管径の経時変化に基づいて前記被検者の
動脈硬化係数を算出する算出手段と、前記比較情報を参照して前記被検者の動脈硬化係数
から動脈硬化解析結果を決定する決定手段とを備え
　

ことを特徴とする動脈硬化解析システム。
【請求項２】
前記動脈硬化解析結果は血管年齢を含み、該血管年齢は前記相関関係に基づいて前記被検
者の動脈硬化係数から決定されることを特徴とする請求項１に記載の動脈硬化解析システ
ム。
【請求項３】
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、
前記算出手段は、前記動画から複数の動脈断面画像を一定時間毎に抽出する抽出処理手

段と、前記複数の動脈断面画像の一端をそれぞれ基準線に沿って並列させて並列画像を作
成する並列画像作成手段と、前記並列画像から前記動脈血管径の経時変化を示す変化曲線
を作成する変化曲線作成手段とを含む



前記動脈情報は前記被検者の年齢情報を含み、
　前記決定手段は、前記相関関係に基づいて前記被検者の年齢情報から動脈硬化係数を決
定するとともに、該被検者の年齢情報から決定される動脈硬化係数と、前記算出手段で算
出される被検者の動脈硬化係数との年齢標準比率を決定するように構成され、
　前記動脈硬化解析結果は前記年齢標準比率を含むことを特徴とする請求項１又は請求項
２に記載の動脈硬化解析システム。
【請求項４】
前記動脈情報は前記被検者の身体における前記動脈血管の位置を示す位置情報を含み、前
記動脈硬化解析結果は前記位置情報を含むことを特徴とする請求項１から請求項３のいず
れか一項に記載の動脈硬化解析システム。
【請求項５】
さらに、医用超音波装置を備え、前記動画は前記医用超音波装置に接続される探触子によ
って取得され、該探触子には、その移動距離を測定する移動検出装置が設けられ、前記位
置情報は前記移動検出装置によって取得されることを特徴とする請求項４に記載の動脈硬
化解析システム。
【請求項６】
前記動脈硬化係数は前記動脈血管径の経時変化を示す変化速度を含み、
　該変化速度は、動脈血管の拡張時における動脈血管径の変化速度、又は動脈血管の収縮
時における動脈血管径の変化速度であることを特徴とする請求項１から請求項５のいずれ
か一項に記載の動脈硬化解析システム。
【請求項７】
前記動脈硬化係数は下記式（１）に示す動脈硬化係数（Ａ）であることを特徴とする請求
項６に記載の動脈硬化解析システム。
【数１】
　
　
　
　
　但し、Δｔは動脈血管の最大拡張時と最大収縮時との間の時間、ΔＲ０ ｔ は前記Δｔに
おける動脈血管径の変化量、Ｒ’０ は最大拡張時における動脈血管径を示す。
【請求項８】
前記動脈情報は前記被検者の最高血圧及び最低血圧を含み、
　前記動脈硬化係数は下記式（２）に示す動脈硬化係数（Ｂ）であることを特徴とする請
求項１から請求項５のいずれか一項に記載の動脈硬化解析システム。
【数２】
　
　
　
　
　
　但し、Ｒ０ は最大収縮時における動脈血管の外半径、Ｒｉ は最大収縮時における動脈血
管の内半径、ΔＰは最高血圧と最低血圧との差、ΔＲ０ は最大拡張時における動脈血管の
外半径と最大収縮時における動脈血管の外半径との差を示す。
【請求項９】

ことを特徴とする
請求項１から請求項８のいずれか一項に記載の動脈硬化解析システム。
【請求項１０】
被検者の動脈情報に基づいて動脈硬化解析結果を出力する動脈硬化解析方法であって、
　前記被検者の動脈血管が拡張収縮変形する際の動画を含む動脈情報を入力する入力段階
と、前記動画から求められる動脈血管径の経時変化に基づいて前記被検者の動脈硬化係数

10

20

30

40

50

(2) JP 3882084 B2 2007.2.14

前記動脈硬化解析結果に加えて、前記被検者の動脈硬化係数を出力する



を算出する算出段階と、年齢の異なる複数人の年齢と動脈硬化係数との相関関係に基づい
て前記被検者の動脈硬化係数から動脈硬化解析結果を決定する決定段階とを実施

ことを特徴とす 脈硬化解析 。
【請求項１１】
被検者の動脈情報に基づいて動脈硬化解析結果を出力する段階をコンピュータに実行させ
る動脈硬化解析プログラムであって、
　前記被検者の動脈血管が拡張収縮変形する際の動画を含む動脈情報を入力する入力段階
と、前記動画から求められる動脈血管径の経時変化に基づいて前記被検者の動脈硬化係数
を算出する算出段階と、年齢の異なる複数人の年齢と動脈硬化係数との相関関係に基づい
て前記被検者の動脈硬化係数から動脈硬化解析結果を決定する決定段階とをコンピュータ
に実行させ

ことを特徴とする動脈硬化解析
。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、生体の動脈の硬化状態を非侵襲的に解析するための動脈硬化解析システム、
動脈硬化解析方法及び動脈硬化解析プログラムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、高齢化や食生活の多様化を要因として、心筋梗塞、脳梗塞、脳出血のような循環
器系疾患による長期治療患者が急増している。これらの疾患を予防するには、動脈硬化の
兆候を未然に察知して、生活習慣を改善する必要がある。この動脈硬化の兆候は、動脈血
管の弾力性が低下することから察知される。つまり、循環器系疾患を予防するには、動脈
血管の弾力性を解析することが重要である。
【０００３】
　最近の医療現場では、患者の身体への負担を軽減するために、動脈硬化状態を非侵襲的
に測定する方法が検討されている。この種の動脈硬化状態の測定として、脈波伝播速度（
ＰＷＶ：Ｐｕｌｓｅ　Ｗａｖｅ　Ｖｅｌｏｃｉｔｙ）測定が挙げられる。脈波伝播速度と
は、身体におけるＡ点からＢ点に伝播する脈波の速度を示す。脈波伝播速度測定では、動
脈が硬いほど脈波の伝わり方が早くなるという原理を応用し、脈波伝播速度から動脈硬化
の度合いが判断される。この脈波伝播速度測定におけるＡ点とＢ点との間隔は、例えば身
長の約１／３に設定される。そのため、脈波伝播速度の測定結果は、Ａ点からＢ点に連な
る動脈の平均値となる。すなわち、Ａ点からＢ点に連なる動脈において、局所的に生じる
動脈硬化を検出することが困難であるという問題があった。
【０００４】
　上記問題点を解決するために、動脈血管の径変化を超音波画像として記録し、血圧変化
と動脈血管の直径変化とを計測して所定の力学的支配式に代入することにより縦弾性係数
を計測する装置が提案されている（特許文献１参照）。この装置は、まず超音波探触子を
用いて撮影される動脈血管の断面画像を画面上の特定の位置に表示させて数秒間記録し、
一定時間毎に複数の断面画像を抽出する。続いて、それぞれの断面画像から血管径を計測
し、それら血管径のうちから最大拡張時の血管径と最大収縮時の血管径とを求め、最高血
圧及び最低血圧の値とともに下記式に代入して縦弾性係数を求める。
【０００５】
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し、前記
算出段階は、前記動画から複数の動脈断面画像を一定時間毎に抽出する抽出処理手段と、
前記複数の動脈断面画像の一端をそれぞれ基準線に沿って並列させて並列画像を作成する
並列画像作成手段と、前記並列画像から前記動脈血管径の経時変化を示す変化曲線を作成
する変化曲線作成手段とを含む る動 方法

、前記算出段階は、前記動画から複数の動脈断面画像を一定時間毎に抽出する
抽出処理手段と、前記複数の動脈断面画像の一端をそれぞれ基準線に沿って並列させて並
列画像を作成する並列画像作成手段と、前記並列画像から前記動脈血管径の経時変化を示
す変化曲線を作成する変化曲線作成手段とを含む プログラ
ム



【数１】
　
　
　
　
　
　但し、Ｅｐは縦弾性係数、Ｐｈは最高血圧、Ｐｌは最低血圧、Ｄｈは最高血圧時の血管
径、Ｄｌは最低血圧時の血管径を示す。
【０００６】
　前記画面上に表示される動脈血管の断面画像は、縦断面の場合には画面上に表示された
直線に対し血管内壁が一致するように超音波探触子を動かして位置決めした後、計測した
い領域をカーソル操作により移動させて画像の取り込みを行う。横断面の場合には前記直
線の代わりに放射状線が採用され、該放射状線の中心が血管の中心と一致するように位置
決めされる。
【特許文献１】特開２００２－４５３６１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記特許文献１に記載の装置は、画面上に測定結果として縦弾性係数を表示している。
しかしながら、この縦弾性係数は、動脈血管の機械的性質を表す指標であることから専門
家以外にはほとんど馴染みがなく、動脈硬化の発症に対するリスク（以下、動脈硬化発症
リスクという）を被検者が認識することが困難であるという問題があった。このため、こ
の動脈硬化発症リスクは、被検者が動脈硬化の兆候を未然に察知するために利用するのに
は適していない。また、医療関係者による診断結果に利用されたとしても、被検者個人に
とっては生活習慣の改善意欲を高める役割を十分に果たすことができないおそれも高い。
【０００８】
　本発明は、上記のような従来技術に存在する問題点に着目してなされたものである。そ
の目的とするところは、動脈硬化発症リスクの認識性を向上させることが容易な動脈硬化
解析システム、動脈硬化解析方法及び動脈硬化解析プログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の目的を達成するために請求項１に記載の発明では、被検者の動脈情報に基づいて
動脈硬化解析結果を出力する動脈硬化解析システムであって、比較情報を記憶する記憶部
と、前記動脈情報に基づいて動脈硬化状態を解析する解析部とを備え、前記動脈情報は前
記被検者の動脈血管が拡張収縮変形する際の動画を含み、前記比較情報は年齢の異なる複
数人の年齢と動脈硬化係数との相関関係を含み、前記解析部は、前記動画から求められる
動脈血管径の経時変化に基づいて前記被検者の動脈硬化係数を算出する算出手段と、前記
比較情報を参照して前記被検者の動脈硬化係数から動脈硬化解析結果を決定する決定手段
とを備え

ことを要旨とする。
【００１０】
　このように構成した場合、動脈硬化解析結果は比較情報を参照して決定されるため、動
脈硬化発症リスクの分かりやすい指標とすることができる。

　請求項２に記載の発明では、請求項１に記載の発明において、前記動脈硬化解析結果は
血管年齢を含み、該血管年齢は前記相関関係に基づいて前記被検者の動脈硬化係数から決
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、前記算出手段は、前記動画から複数の動脈断面画像を一定時間毎に抽出する抽
出処理手段と、前記複数の動脈断面画像の一端をそれぞれ基準線に沿って並列させて並列
画像を作成する並列画像作成手段と、前記並列画像から前記動脈血管径の経時変化を示す
変化曲線を作成する変化曲線作成手段とを含む

さらに、並列画像から動脈血
管径の経時変化を示す変化曲線が作成されるため、動脈断面画像毎に動脈血管径を計測し
た場合と比較し、計測誤差を低減させることができる。従って、動脈硬化係数を高精度に
算出することができる。



定されることを要旨とする。
【００１１】
　このように構成した場合、被検者は、自分の年齢と年齢情報とを比較することにより、
動脈硬化発症リスクを容易に認識することが可能となる。
　請求項３に記載の発明では、請求項１又は請求項２に記載の発明において、前記動脈情
報は前記被検者の年齢情報を含み、前記決定手段は、前記相関関係に基づいて前記被検者
の年齢情報から動脈硬化係数を決定するとともに、該被検者の年齢情報から決定される動
脈硬化係数と、前記算出手段で算出される被検者の動脈硬化係数との年齢標準比率を決定
するように構成され、前記動脈硬化解析結果は前記年齢標準比率を含むことを要旨とする
。
【００１２】
　このように構成した場合、比較情報から参照した動脈硬化係数と被検者の動脈硬化係数
との比較が容易となるため、動脈硬化発症リスクを容易に認識することが可能となる。
　請求項４に記載の発明では、請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の発明におい
て、前記動脈情報は前記被検者の身体における前記動脈血管の位置を示す位置情報を含み
、前記動脈硬化解析結果は前記位置情報を含むことを要旨とする。
【００１３】
　このように構成した場合、位置情報を含めることによって、動脈硬化発症リスクをさら
に分かりやすくすることができる。
　請求項５に記載の発明では、請求項４に記載の発明において、さらに、医用超音波装置
を備え、前記動画は前記医用超音波装置に接続される探触子によって取得され、該探触子
には、その移動距離を測定する移動検出装置が設けられ、前記位置情報は前記移動検出装
置によって取得されることを要旨とする。
【００１４】
　このように構成した場合、動画の取得と位置情報の取得を同時に行うことができる。そ
して、局所的に生じている動脈硬化の状態を容易に解析することができ、より詳細な動脈
硬化解析結果を速やかに提供することが可能となる。
【００１５】
　請求項６に記載の発明では、請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の発明におい
て、前記動脈硬化係数は前記動脈血管径の経時変化を示す変化速度を含み、
　該変化速度は、動脈血管の拡張時における動脈血管径の変化速度、又は動脈血管の収縮
時における動脈血管径の変化速度であることを要旨とする。
【００１６】
　請求項７に記載の発明では、請求項６に記載の発明において、前記動脈硬化係数は下記
式（１）に示す動脈硬化係数（Ａ）であることを要旨とする。
【００１７】
【数２】
　
　
　
　但し、Δｔは動脈血管の最大拡張時と最大収縮時との間の時間、ΔＲ 0 tは前記Δｔにお
ける動脈血管径の変化量、Ｒ’ 0は最大拡張時における動脈血管径を示す。
【００１８】
　請求項６及び請求項７に記載の発明の場合、動脈血管径の変化速度は、動脈血管の機械
的性質を詳細に示すパラメータであるため、動脈硬化発症リスクの指標としての信頼性を
高めることができる。
【００１９】
　請求項８に記載の発明では、請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の発明におい
て、前記動脈情報は前記被検者の最高血圧及び最低血圧を含み、前記動脈硬化係数は下記
式（２）に示す動脈硬化係数（Ｂ）であることを要旨とする。
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【００２０】
【数３】
　
　
　
　
　
　
　但し、Ｒ 0は最大収縮時における動脈血管の外半径、Ｒ iは最大収縮時における動脈血管
の内半径、ΔＰは最高血圧と最低血圧との差、ΔＲ 0は最大拡張時における動脈血管の外
半径と最大収縮時における動脈血管の外半径との差を示す。
【００２１】
　このように構成した場合、動脈硬化係数（Ｂ）は動脈血管の円周方向に引張応力を作用
させる一軸引張試験に基づいて導かれた弾性係数である。従って、動脈硬化係数（Ｂ）を
適用することにより、動脈血管の円周方向の弾性係数と等価な値が得られる。ここで、動
脈血管の内圧によって血管径が拡大する方向に応力が加わったとき、動脈血管の円周方向
、径方向及び長さ方向に応力が作用する。そのときの円周方向に対する弾性係数は、動脈
硬化状態を直接的に表す主たるパラメータである。よって、動脈硬化係数（Ｂ）を適用す
ることにより、動脈硬化解析結果の精度が向上され、動脈硬化発症リスクの指標としての
信頼性を高めることができる。
【００２４】
　請求項 に記載の発明では、請求項１から請求項 のいずれか一項に記載の発明におい
て、前記動脈硬化解析結果に加えて、前記被検者の動脈硬化係数を出力することを要旨と
する。
【００２５】
　このように構成した場合、医療関係者に一層詳細な動脈硬化情報を提供することができ
る。
　請求項１ に記載の発明では、被検者の動脈情報に基づいて動脈硬化解析結果を出力す
る動脈硬化解析方法であって、前記被検者の動脈血管が拡張収縮変形する際の動画を含む
動脈情報を入力する入力段階と、前記動画から求められる動脈血管径の経時変化に基づい
て前記被検者の動脈硬化係数を算出する算出段階と、年齢の異なる複数人の年齢と動脈硬
化係数との相関関係に基づいて前記被検者の動脈硬化係数から動脈硬化解析結果を決定す
る決定段階とを実施

ことを要旨とする。
【００２６】
　請求項１ に記載の発明では、被検者の動脈情報に基づいて動脈硬化解析結果を出力す
る段階をコンピュータに実行させる動脈硬化解析プログラムであって、前記被検者の動脈
血管が拡張収縮変形する際の動画を含む動脈情報を入力する入力段階と、前記動画から求
められる動脈血管径の経時変化に基づいて前記被検者の動脈硬化係数を算出する算出段階
と、年齢の異なる複数人の年齢と動脈硬化係数との相関関係に基づいて前記被検者の動脈
硬化係数から動脈硬化解析結果を決定する決定段階とをコンピュータに実行させ

ことを要旨とする。
【００２７】
　請求項１ 及び請求項１ に記載の発明の場合、比較情報を参照して動脈硬化係数から
決定される動脈硬化解析結果を動脈硬化発症リスクの指標とすることができるため、動脈
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９ ８

０

し、前記算出段階は、前記動画から複数の動脈断面画像を一定時間毎
に抽出する抽出処理手段と、前記複数の動脈断面画像の一端をそれぞれ基準線に沿って並
列させて並列画像を作成する並列画像作成手段と、前記並列画像から前記動脈血管径の経
時変化を示す変化曲線を作成する変化曲線作成手段とを含む

１

、前記算
出段階は、前記動画から複数の動脈断面画像を一定時間毎に抽出する抽出処理手段と、前
記複数の動脈断面画像の一端をそれぞれ基準線に沿って並列させて並列画像を作成する並
列画像作成手段と、前記並列画像から前記動脈血管径の経時変化を示す変化曲線を作成す
る変化曲線作成手段とを含む

０ １



硬化発症リスクの認識性を向上させることが容易である。

【発明の効果】
【００２８】
　本発明によれば、動脈硬化発症リスクの認識性を向上させることが容易である

。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下、本発明を具体化した実施形態について図面に従って詳細に説明する。
　図１に示すように、本実施形態の動脈硬化解析システム１１は、コンピュータ１２、出
力部としてのディスプレイ１３、出力部としてのプリンタ１４、入力部としてのキーボー
ド１５及び入力部としての医用超音波装置１６を備えている。この動脈硬化解析システム
１１は、キーボード１５及び医用超音波装置１６からコンピュータ１２に入力された被検
者の動脈情報に基づいて該被検者の動脈硬化状態を解析し、ディスプレイ１３又はプリン
タ１４から動脈硬化解析結果を出力する。被検者の動脈情報には、動画、血圧情報、年齢
情報及び位置情報が含まれる。なお、本実施形態では、被検者の安静時（心拍が７０回／
分前後）における動画及び血圧情報を入力した場合について、図面とともに詳述する。
【００３０】
　動画は、被検者の動脈血管の拡張収縮変形を示す情報である。すなわち、この動画は拡
張収縮変形を連続的に繰り返す動脈血管において、拡張収縮変形における少なくとも１周
期の経時変化を示す情報である。図１に示すように、この動画は、周知の医用超音波装置
１６を用いたパルス反射法によって得られる。この医用超音波装置１６は、探触子２１、
表示部２２及び図示しない超音波発生源が備えられている。この医用超音波装置１６は、
探触子２１の先端面から生体内にパルス波を送波するとともに動脈血管２３からの反射波
（エコー）を受波する。この医用超音波装置１６は、前記探触子２１の先端面が長四角形
状に形成されており、動脈血管２３を長四角形状に撮影した断面画像を取得する。この医
用超音波装置１６の表示部２２には、被検者の動脈血管２３が拡張収縮変形する際の動画
が表示される。
【００３１】
　ここで、医用超音波装置１６では、図３に模式的に示される動脈血管２３に対する探触
子２１の向きによって動画としての動脈縦断面動画２６ａ及び動画としての動脈横断面動
画２６ｂを表示する。動脈縦断面動画２６ａは図３に示すように動脈血管２３の長さ方向
に断面を取った画像の動画であり、動脈横断面動画２６ｂは図５に示すように動脈血管２
３の径方向に断面を取った画像の動画である。この医用超音波装置１６はコンピュータ１
２に接続されており、前記動脈縦断面動画２６ａ及び動脈横断面動画２６ｂをコンピュー
タ１２に入力する。
【００３２】
　血圧情報は、図１に示されるような周知の血圧測定装置３１によって測定された最高血
圧及び最低血圧からなり、被検者の年齢とともにキーボード１５からコンピュータ１２に
入力される。位置情報は、前記探触子２１の側部に設けられた移動検出装置３２により得
られる。この移動検出装置３２には、図示しないイメージセンサ及びデジタルシグナルプ
ロセッサ（ＤＳＰ）が備えられている。この移動検出装置３２は、イメージセンサで撮影
された被検者の身体表面の画像をＤＳＰで処理することにより、被検者の身体表面におけ
る任意の基準位置からの探触子２１の移動距離を測定する。前記移動距離は、位置情報と
してコンピュータ１２に入力される。
【００３３】
　図２に示すように、コンピュータ１２は解析部４１及び記憶部４２を備えている。解析
部４１は中央処理装置（ＣＰＵ）を備え、動脈硬化解析プログラムを実行することにより
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さらに、並列画像から動脈血管
径の経時変化を示す変化曲線が作成されるため、動脈断面画像毎に動脈血管径を計測した
場合と比較し、計測誤差を低減させることができる。従って、動脈硬化係数を高精度に算
出することができる。

とともに
動脈硬化係数を高精度に算出することができる



前記動脈情報に基づいて動脈硬化状態を解析する。この解析部４１は、被検者の動脈硬化
係数を算出する算出手段としての算出部４３と、前記動脈硬化係数から動脈硬化解析結果
を決定する決定手段としての決定部４４とを備えている。
【００３４】
　算出部４３は、前記動画から求められる動脈血管径の経時変化に基づいて、被検者の動
脈硬化係数を算出する。この算出部４３は、抽出処理手段としての抽出処理部４６、並列
画像作成手段としての並列画像作成部４７、及び変化曲線作成手段としての変化曲線作成
部４８を備えている。
【００３５】
　図３及び図４に示すように、抽出処理部４６は、前記動脈縦断面動画２６ａから動脈断
面画像としての動脈縦断面画像５１ａを抽出する。動脈縦断面画像５１ａは長四角形状を
なし、動脈縦断面動画２６ａから一定時間毎（例えば、約０．０５秒間隔）の静止画像と
して複数抽出される。各動脈縦断面画像５１ａは、長手方向が動脈血管２３の径方向と平
行になるように抽出され、少なくとも動脈血管２３の内半径及び外半径が表示可能なサイ
ズに設定される。動脈縦断面画像５１ａにおける短手方向の幅ｆ１は、いずれも同じ幅ｆ
１に設定され、具体的にはディスプレイ１３上で数ピクセル程度（動脈血管の長さ方向で
０．５～１ｍｍ）に相当する。
【００３６】
　一方、図５及び図６に示すように、抽出処理部４６は、動脈横断面動画２６ｂから動脈
断面画像としての動脈横断面画像５１ｂを抽出する。動脈横断面画像５１ｂは長四角形状
をなし、動脈横断面動画２６ｂから一定時間毎（例えば、約０．０５秒間隔）の静止画像
として複数抽出される。各動脈横断面画像５１ｂは、中央部に動脈血管２３の中心が位置
するように抽出され、少なくとも動脈血管２３の内半径及び外半径が表示可能なサイズに
設定される。各動脈横断面画像５１ｂにおける短手方向の幅ｆ２は、いずれも同じ幅ｆ２
に設定される。
【００３７】
　図４に示すように、並列画像作成部４７は、各動脈縦断面画像５１ａにおける動脈血管
２３の下端をそれぞれ基準線５２ａに沿って並列させることにより、並列画像としての動
脈縦断面並列画像５３ａを作成する。この動脈縦断面並列画像５３ａにおいて、各動脈縦
断面画像５１ａは抽出処理部４６で抽出された順に密接した状態で並列される。
【００３８】
　一方、図６に示すように、並列画像作成部４７は、各動脈横断面画像５１ｂにおける動
脈血管２３の下端をそれぞれ基準線５２ｂに沿って並列させることにより、並列画像とし
ての動脈横断面並列画像５３ｂを作成する。この動脈横断面並列画像５３ｂにおいて、各
動脈横断面画像５１ｂは抽出処理部４６で抽出された順に一部重なった状態で並列される
。各動脈横断面画像５１ｂの間隔は、（幅ｆ２）／２＋数ｍｍ程度に設定されることによ
り、動脈横断面画像５１ｂにおける動脈血管２３の半径又は直径が表示されるように配置
される。
【００３９】
　なお、これら抽出処理部４６又は並列画像作成部４７において、動脈縦断面画像５１ａ
及び動脈横断面画像５１ｂは、二値化、明暗逆転等の画像処理が行われることが好ましい
。これらの画像処理によって、動脈血管壁が明瞭化され、血管径計測を行う際の画像解析
の精度が向上する。
【００４０】
　変化曲線作成部４８は、前記動脈縦断面並列画像５３ａ又は動脈横断面並列画像５３ｂ
から動脈血管径の経時変化を示す変化曲線を作成する。この変化曲線作成部４８は、図４
に示す動脈縦断面並列画像５３ａにおいて、各動脈縦断面画像５１ａにおける動脈血管２
３上端部の外面中点５６ａ同士及び内面中点５７ａ同士をそれぞれ連結することにより、
図４に破線で示す変化曲線としての縦変化曲線５８ａを作成する。一方、この変化曲線作
成部４８は、図６に示す前記動脈横断面並列画像５３ｂにおいて、各動脈横断面画像５１
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ｂにおける動脈血管２３上端部の外面中点５６ｂ同士及び内面中点５７ｂ同士をそれぞれ
連結することにより、図６に破線で示す変化曲線としての横変化曲線５８ｂを作成する。
【００４１】
　これらの縦変化曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂは、動脈硬化係数を算出する際に利用
される。これらの縦変化曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂから動脈硬化係数を算出するた
めの各種数値が抽出される。動脈硬化係数は、動脈血管の機械的性質を示すパラメータで
あり、動脈血管径の経時変化に基づいて算出される。図４及び図６に示すように、縦変化
曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂからは、最大拡張時における動脈血管２３の外半径Ｒ’

0、最大収縮時における動脈血管２３の外半径Ｒ 0、最大収縮時における動脈血管２３の内
半径Ｒ i、最大拡張時における動脈血管２３の外半径と最大収縮時における動脈血管２３
の外半径との差ΔＲ 0のような数値が抽出される。
【００４２】
　動脈硬化係数としては、動脈血管の弾性や粘弾性を示す第１の動脈硬化係数、動脈血管
の弾性を示す第２の動脈硬化係数のような動脈硬化係数が挙げられる。第１の動脈硬化係
数は、動脈血管径の経時変化を示す変化速度を計測することにより求められる。この変化
速度は、動脈血管の拡張時における動脈血管径の変化速度、又は動脈血管の収縮時におけ
る動脈血管径の変化速度であり、動脈血管の拡張時又は動脈血管の収縮時の時間Δｔにお
ける動脈血管径の変化量ΔＲ 0 tを示す。
【００４３】
　図７は、本実施形態の動脈硬化解析システム１１を用いて、２人の被検者（２１歳男性
及び５４歳男性）の総頸動脈血管について動脈縦断面動画２６ａから縦変化曲線５８ａを
作成したときのグラフを示す。図７における縦軸に示す動脈血管径の変化量は、動脈血管
径を最大収縮時の動脈血管径で除算することにより、無次元化した値である。すなわち、
２１歳男性における最大拡張時の動脈血管径は、最大収縮時の約１０９％まで拡張するの
に対し、５４歳男性における最大拡張時の動脈血管径は、最大収縮時の約１０５％までし
か拡張していない。なお、図７の例に示す２１歳男性及び５４歳男性の最低血圧は、それ
ぞれ７２ｍｍＨｇ及び８２ｍｍＨｇであり、最高血圧はそれぞれ１２１ｍｍＨｇ及び１２
５ｍｍＨｇである。このように比較する被検者の血圧変動が近似している場合は、図７に
示す縦変化曲線５８ａから動脈硬化の度合いを比較することができる。図７の例では、２
１歳男性よりも、５４歳男性の方が動脈硬化の進行が確認される。
【００４４】
　図７のグラフにおいて、Δｔ１及びΔｔ２は総頸動脈血管の最大拡張時から最大収縮時
の間の所定時間を示し、動脈血管径の変化速度は図７の点線で示す直線の傾きである。詳
述すると、図７のグラフにおける２１歳男性の変化速度は縦変化曲線５８ａの最大値であ
る頸動脈血管の最大拡張時からΔｔ１経過後までの平均の傾きが採用され、５４歳男性の
変化速度は縦変化曲線５８ａの最大値である総頸動脈血管の最大拡張時からΔｔ２経過後
までの平均の傾きが採用されている。なお、Δｔ１及びΔｔ２以外に、前記所定時間とし
ての動脈血管２３の最大拡張時と最大収縮時との間の任意の時間を設定することが可能で
ある。具体的には、Δｔ１及びΔｔ２に加えて、動脈血管２３の最大収縮時から最大拡張
時までの時間Δｔ３及び動脈血管２３の最大拡張時から最大収縮時までの時間Δｔ４を採
用してもよい。これらの時間Δｔの中でも、動脈血管２３の粘弾性に関する物理量が得ら
れることから、動脈血管２３の最大拡張時から最大収縮時に至る間の時間、すなわち血管
収縮時（心臓の拡張時）における時間を適用することが好ましい。血管収縮時における時
間としては、図７に示すΔｔ１、Δｔ２及びΔｔ４が挙げられる。血管収縮時における時
間を採用することにより、第１の動脈硬化係数は、動脈血管２３の粘弾性を示すパラメー
タとなる。ここで、血管収縮時における動脈血管２３の挙動は、動脈血管２３の粘弾性に
強く依存する。よって、第１の動脈硬化係数において変化速度を算出するための時間Δｔ
を血管収縮時の時間に設定することにより、動脈硬化状態を一層精密に解析することがで
きる。
【００４５】
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　また、第１の動脈硬化係数は、簡便であるうえ動脈硬化解析の誤差を減らすのが容易で
あることから、下記式（１）に示す動脈硬化係数（Ａ）であることが好ましい。
【００４６】
【数４】
　
　
　
　
　但し、Δｔは動脈血管の最大拡張時と最大収縮時との間の時間、ΔＲ 0 tは前記Δｔにお
ける動脈血管径の変化量、Ｒ’ 0は最大拡張時における動脈血管径を示す。ちなみに、前
記Δｔとしては、図７のグラフに示されるΔｔ１、Δｔ２、Δｔ３及びΔｔ４のいずれが
採用されても構わない。動脈硬化状態を一層精密に解析することができることから、時間
Δｔは、動脈血管２３の最大拡張時から最大収縮時に至る間の時間、すなわち血管収縮時
における時間（例えば、Δｔ１、Δｔ２及びΔｔ４）を適用することが好ましい。
【００４７】
　第２の動脈硬化係数は、動脈血管径の経時変化及び被検者の血圧変動値から求められる
。動脈血管の拡張時における動脈血管径の変化量、又は動脈血管の収縮時における動脈血
管径の変化量である。血圧変動値は血圧情報から算出され、被検者の最高血圧と最低血圧
との差を示す。この第２の動脈硬化係数は、下記式（２）に示す動脈硬化係数（Ｂ）に代
表される。
【００４８】
【数５】
　
　
　
　
　
　但し、Ｒ 0は最大収縮時における動脈血管２３の外半径、Ｒ iは最大収縮時における動脈
血管２３の内半径、ΔＰは最高血圧と最低血圧との差、ΔＲ 0は最大拡張時における動脈
血管２３の外半径と最大収縮時における動脈血管２３の外半径との差を示す。
【００４９】
　図２に示される記憶部４２は、図示しない周知のハードディスクと、比較情報が記憶さ
れたメモリとを備えている。前記比較情報には、年齢の異なる複数人の年齢とそれら複数
人の動脈硬化係数との相関関係が含まれる。前記相関関係は、動脈血管２３に異常がある
と診断されていない多数人から取得された年齢及び動脈硬化係数によって構築された情報
であり、各年齢における平均的な動脈硬化係数を参照するために用いられる。図８に示す
データは、年齢の異なる複数人の年齢と、それら複数人の総頸動脈血管について上記式（
２）によって求めた動脈硬化係数（Ｂ）との相関関係である。なお、図８におけるデータ
は、安静時（心拍が７０回／分前後）の複数人を対象としたデータである。
【００５０】
　決定部４４は、前記比較情報を参照して被検者の動脈硬化係数から動脈硬化解析結果を
決定する。動脈硬化解析結果は、前記動脈硬化係数を専門家以外の人でも容易に把握する
ことができる指標に変換したものであり、血管年齢又は年齢標準比率で表される。
【００５１】
　血管年齢は、被検者の動脈硬化係数がどの年齢の平均的な動脈硬化係数に相当するかを
表す指標であり、前記算出部４３で算出された被検者の動脈硬化係数を用いて前記比較情
報から求められる。この血管年齢は、例えば図８に示す近似曲線６１ａ、６１ｂを利用し
て決定される。
【００５２】
　年齢標準比率は、被検者の動脈硬化係数が該被検者と同年齢における平均的な動脈硬化
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係数に対しどの程度近接又は隔離しているかを把握するための指標であり、キーボード１
５より入力された被検者の年齢情報を用いて前記比較情報から求められる。この年齢標準
比率は、前記被検者の動脈硬化係数を、該被検者と同年齢における平均的な動脈硬化係数
で除算することにより算出されるパーセンテージで表される。前記被検者と同年齢におけ
る平均的な動脈硬化係数は、例えば、図８に示す近似曲線６１ａ、６１ｂを利用して決定
される。
【００５３】
　この動脈硬化解析システム１１は、前記動脈硬化解析結果に加えて位置情報が出力され
る。位置情報は、被検者の身体において、動脈硬化状態が解析される動脈血管２３の位置
を示す情報である。図９に示す頸動脈６６の動脈硬化状態を解析する場合、例えば、総頸
動脈６７が内頸動脈６８ａと外頸動脈６８ｂとに分岐する分岐点６９を基準点として設定
するのが最も簡便である。この動脈硬化解析システム１１は、予めコンピュータ１２に基
準点が入力又は記憶されており、その基準点に対応する身体表面の基準位置を上記移動検
出装置３２により検出するとともに、該基準位置からの探触子２１の移動方向及び移動距
離を同移動検出装置３２で検出することによって位置情報を取得する。さらに、この動脈
硬化解析システム１１は、１つの動脈血管２３について前記位置情報をほぼ連続的に取得
することによって、該動脈血管２３に関し位置情報と動脈硬化解析結果とを組み合わせた
詳細な解析結果（例えば図９に示すようなもの）が得られる。
【００５４】
　これら動脈硬化解析結果、位置情報及び動脈硬化係数は、コンピュータ１２から出力さ
れてディスプレイ１３に表示される。本実施形態では、ディスプレイ１３に図１０に示す
動脈硬化解析シート７１が表示される。この動脈硬化解析シート７１には、被検者の血管
年齢７２、年齢標準比率７３、変化曲線７４、動脈硬化係数（Ａ）７５及び動脈硬化係数
（Ｂ）７６、位置情報としての位置・距離情報７７が表示される。血管年齢７２及び年齢
標準比率７３は、それぞれ動脈血管２３の複数位置における血管年齢の平均値及び年齢標
準比率の平均値を表示したものである。変化曲線７４は、動脈血管２３の特定の位置、例
えば、図９に示す分岐点６９における変化曲線７４を表示したものである。動脈硬化係数
（Ａ）７５及び動脈硬化係数（Ｂ）７６は、図９に示す分岐点６９における動脈硬化係数
（Ａ）及び動脈硬化係数（Ｂ）を表示したものである。位置・距離情報７７は、動脈硬化
係数（Ａ）の最大値及び動脈硬化係数（Ｂ）の最大値と、その最大値を示す動脈血管２３
の位置を示したものである。その位置は、前記分岐点からの距離で示している。この位置
・距離情報７７が表示されることにより、局所的に生じている動脈硬化の位置を容易に識
別することができる。また、図示しないマウスでディスプレイ１３上のポインタを操作し
、ディスプレイ１３に表示されている変化曲線７４にポインタを合わせてマウスをクリッ
ク操作すると、その変化曲線７４に対応する動脈血管２３の動画がディスプレイ１３に再
生されるように構成されている。また、この動脈硬化解析シート７１は、プリンタ１４に
て印刷することが可能である。そして、印刷された動脈硬化解析シート７１は、被検者や
医師に提供することができる。
【００５５】
　次に、この動脈硬化解析システム１１を用いた動脈硬化解析方法について説明する。
　本実施形態の動脈硬化解析システム１１では、まず、医用超音波装置１６からコンピュ
ータ１２に動脈縦断面動画２６ａ及び動脈横断面動画２６ｂを入力する入力段階が実施さ
れる。次に、抽出処理部４６では前記動脈縦断面動画２６ａ及び動脈横断面動画２６ｂか
ら動脈縦断面画像５１ａ及び動脈横断面画像５１ｂが抽出され、並列画像作成部４７では
動脈縦断面並列画像５３ａ及び動脈横断面並列画像５３ｂが作成される。続いて、変化曲
線作成部４８では、動脈縦断面並列画像５３ａ及び動脈横断面並列画像５３ｂから動脈血
管径の経時変化を示す縦変化曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂが作成される。そして、こ
れらの縦変化曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂに基づいて被検者の動脈硬化係数が算出さ
れる。すなわち、算出部４３では動脈縦断面動画２６ａ及び動脈横断面動画２６ｂから動
脈硬化係数を算出する算出段階が実施される。続いて、決定部４４では、比較情報を参照
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して被検者の動脈硬化係数から動脈硬化解析結果を決定する決定段階が実施される。最後
に、この動脈硬化解析システム１１では、前記動脈硬化解析結果がディスプレイ１３及び
プリンタ１４に出力されるため、被検者や医師は前記動脈硬化解析結果を動脈硬化発症リ
スクの分かりやすい指標として利用することができる。
【００５６】
　本実施形態によって発揮される効果について、以下に記載する。
　・　この実施形態の動脈硬化解析システム１１では、比較情報を記憶する記憶部４２及
び被検者の動脈硬化状態を解析する解析部４１を備えている。さらに、前記解析部４１は
、動画から動脈硬化係数を算出する算出部４３及び比較情報を参照して動脈硬化解析結果
を決定する決定部４４を備えている。このように構成した場合、動脈硬化解析結果は比較
情報を参照して決定されるため、動脈硬化発症リスクの指標として利用することができる
。従って、この動脈硬化解析システム１１によれば、動脈硬化発症リスクの認識性を向上
させることが容易である。特に、この動脈硬化解析システム１１では、血管年齢や年齢標
準比率として表示することができるため、専門家以外の人でも動脈硬化解析結果を容易に
理解することができる。従って、被検者が動脈硬化発症リスクの低減に向けた生活改善を
行いやすいという利点がある。
【００５７】
　・　この実施形態の動脈硬化解析システム１１では、動脈硬化解析結果として比較情報
から参照した血管年齢が含まれる。このため、被検者は、自分の年齢と血管年齢とを比較
することにより、動脈硬化発症リスクを容易に認識することが可能となり、動脈硬化発症
リスクの認識性を高めることができる。また、この実施形態の動脈硬化解析システム１１
では、動脈硬化解析結果として比較情報から参照した年齢標準比率が含まれる。このため
、比較情報から参照した同年齢の平均的な動脈硬化状態と被検者自身の動脈硬化状態との
比較が示されるため、動脈硬化発症リスクを容易に認識することが可能となる。
【００５８】
　・　この実施形態の動脈硬化解析システム１１では、動脈硬化解析結果に加えて、位置
情報が出力される。このとき、被検者の動脈血管２３のどの部位にどの程度の動脈硬化発
症リスクがあるかを容易に認識することが可能となる。従って、被検者や医師にとって動
脈硬化発症リスクの高い循環器系疾患を予測するのが容易となることから、生活改善策、
予防策、治療策のような対策を打ち出しやすいうえ、生活改善に向けたモチベーションの
向上に役立つ。
【００５９】
　・　この実施形態の動脈硬化解析システム１１では、探触子２１には、移動検出装置３
２が設けられ、この移動検出装置３２によって位置情報が取得されている。このように構
成した場合、局所的に生じている動脈硬化状態を容易に解析することができるため、より
詳細な動脈硬化解析結果を速やかに提供することが可能である。
【００６０】
　・　この実施形態の動脈硬化解析システム１１に第１の動脈硬化係数を適用した場合、
第１の動脈硬化係数は動脈血管の機械的性質を詳細に示すパラメータであるため、動脈硬
化発症リスクの指標としての信頼性を高めることができる。さらに、第１の動脈硬化係数
の時間Δｔは、血管収縮時の時間に設定することが好ましい。この場合、第１の動脈硬化
係数は、動脈血管２３の粘弾性的性質を示す値となり、該動脈血管２３の柔らかさ、すな
わち破れにくさを直接的に推し量る指標となる。従って、動脈血管２３の弾性係数を示す
第２の動脈硬化係数よりも動脈硬化発症リスクの指標としての信頼性は極めて高い。
【００６１】
　・　この実施形態の動脈硬化解析システム１１に第２の動脈硬化係数を適用した場合、
この第２の動脈硬化係数は動脈血管２３の弾性係数を示す値であるため、動脈血管２３の
弾性的性質を直接的に推し量る指標となる。従って、動脈硬化発症リスクの指標としての
信頼性は高い。
【００６２】
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　・　この実施形態の第１の動脈硬化係数及び第２の動脈硬化係数は、動脈断面画像に基
づいて算出される。従って、動脈血管２３の機械的性質をピンポイントで示す係数であり
、動脈血管２３の長い領域全体に渡る平均値を示しているものでない。従って、動脈血管
２３に局所的に生じている動脈硬化の状態が解析されるため、動脈硬化解析結果は動脈血
管２３の局所的情報として役立てることができる。
【００６３】
　・　動脈縦断面画像５１ａ及び動脈横断面画像５１ｂの動脈血管径を個々に計測するこ
とによって動脈血管径の経時変化を求めると、動脈血管径を個々に計測する際に計測誤差
が生じやすい。従って、精度良く動脈硬化係数を算出することが困難となり、精度の高い
動脈硬化解析結果が得られにくいという問題があった。この実施形態の動脈硬化解析シス
テム１１では、算出部４３は抽出処理部４６、並列画像作成部４７及び変化曲線作成部４
８を備えている。このように構成した場合、動脈縦断面並列画像５３ａ及び動脈横断面並
列画像５３ｂは、動脈縦断面画像５１ａ及び動脈横断面画像５１ｂの一端をそれぞれ基準
線に沿って並べたものである。従って、動脈縦断面並列画像５３ａ及び動脈横断面並列画
像５３ｂからそれぞれ縦変化曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂを容易に作成することが可
能となる。さらに、縦変化曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂから直接的に動脈血管径の経
時変化を計測することができるため、計測誤差を低減することができる。従って、動脈硬
化係数を精度良く算出することができ、動脈硬化解析結果の精度を高めることができる。
【００６４】
　また、算出部４３では、動脈縦断面画像５１ａ及び動脈横断面画像５１ｂにおける動脈
血管２３上端部の外面中点５６ａ、５６ｂ同士及び内面中点５７ａ、５７ｂ同士をほぼ連
続的に繋ぐ変化曲線を求めているため、計測誤差がさらに低減されている。
【００６５】
　加えて、前記縦変化曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂは、各外面中点５６ａ、５６ｂ同
士及び内面中点５７ａ、５７ｂ同士をそれぞれ切れ目なく連結することにより作成されて
いることから、動脈血管２３の最大拡張時及び最大収縮時の特定、並びにそれらのときに
おける動脈血管径の計測を極めて正確に行うことができる。
【００６６】
　・　この実施形態の動脈硬化解析システム１１では、動脈硬化解析結果に加えて、被検
者の動脈硬化係数が出力されるように構成されている。このように構成した場合、医療関
係者に一層詳細に動脈硬化情報を提供することができるため、動脈硬化の発症を予測する
ことが可能となる。
【００６７】
　なお、前記実施形態を次のように変更して構成することもできる。
　・　動脈硬化解析システム１１にバーコート状のような任意の模様が印刷されたテープ
を備えること。このように構成した場合、被検者の身体表面にテープを貼着し、そのテー
プに沿って移動検出装置３２を移動させることによって、位置情報の取得精度が容易に高
められる。すなわち、キメの細かい皮膚を持った被検者の場合、移動検出装置３２が位置
情報を正確に取得できないケースが発生するおそれがあるが、前記テープを用いることに
よってそのようなケースにも容易に対応することができる。
【００６８】
　・　年齢標準比率は、比較情報の動脈硬化係数を、被検者の動脈硬化係数で除算するこ
とにより算出されるものであっても構わない。
　・　前記実施形態の動脈硬化解析システム１１では、動画として動脈縦断面動画２６ａ
及び動脈横断面動画２６ｂの両方が入力されているが、動脈縦断面動画２６ａ又は動脈横
断面動画２６ｂのうちの一方のみが入力されるように構成してもよい。
【００６９】
　・　前記実施形態では、動脈硬化解析結果として血管年齢７２、年齢標準比率７３、変
化曲線７４、動脈硬化係数（Ａ）７５及び動脈硬化係数（Ｂ）７６及び位置・距離情報７
７が出力されるように構成している。この他に、変化曲線７４、位置・距離情報７７、動
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脈硬化係数（Ａ）７５及び動脈硬化係数（Ｂ）７６から選ばれる少なくとも一種が出力さ
れないように構成してもよい。また、血管年齢７２又は年齢標準比率７３のいずれか一方
のみが出力されるように構成してもよい。
【００７０】
　・　前記動脈硬化係数は、動脈硬化係数（Ａ）及び動脈硬化係数（Ｂ）に限定されず、
他の実験式から算出される動脈硬化係数を適用してもよい。
　・　前記動脈硬化解析結果は、ディスプレイ１３又はプリンタ１４のいずれか一方のみ
から出力されているように構成してもよい。
【００７１】
　・　前記実施形態では、動脈縦断面並列画像５３ａ及び動脈横断面並列画像５３ｂから
それぞれ縦変化曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂを作成しているが、動脈縦断面画像５１
ａ及び動脈横断面画像５１ｂからそれぞれ縦変化曲線５８ａ及び横変化曲線５８ｂを作成
してもよい。
【００７２】
　・　前記被検者の動脈硬化係数と被検者の年齢との関係を記憶部４２に記憶させること
により、比較情報として追加するように構成してもよい。
　・　 脈血管径の経時変化は、特に安静時には小さく、その経時変化から動脈硬化係数
を算出すると、動脈硬化係数の精度が低下するおそれがある。従って、変化曲線を作成さ
せることにより、動脈硬化係数の精度、すなわち動脈硬化解析結果の精度を向上させるこ
とができる。特に、最大拡張時又は最大収縮時における動脈血管径から動脈硬化係数を算
出する場合は、変化曲線を作成させると、精度の向上が顕著となる。
【００７３】
　・　前記実施形態では、被検者の安静時における動画及び血圧情報を入力した場合につ
いて詳述している。この他に、被検者の心拍を強制的に増大させた場合（負荷計測時）に
おける動画及び血圧情報を動脈情報として適用してもよい。この場合、比較情報は負荷計
測時の複数人を対象としてデータにする。
【図面の簡単な説明】
【００７４】
【図１】実施形態の動脈硬化解析システムの概略構成図。
【図２】実施形態の動脈硬化解析システムのブロック図。
【図３】実施形態の動脈縦断面動画を示す概略図。
【図４】実施形態の動脈縦断面並列画像を示す概略図。
【図５】実施形態の動脈横断面動画を示す概略図。
【図６】実施形態の動脈横断面並列画像を示す概略図。
【図７】実施形態の縦変化曲線を示すグラフ。
【図８】実施形態の動脈硬化係数と年齢との相関関係を示すグラフ。
【図９】実施形態の頸動脈の動脈硬化状態を解析した結果を示す概略図。
【図１０】実施形態の動脈硬化解析シートを示す概略図。
【符号の説明】
【００７５】
　１１…動脈硬化解析システム、１６…医用超音波装置、２１…探触子、２３…動脈血管
、２６ａ…動画としての動脈縦断面動画、２６ｂ…動画としての動脈横断面動画、３２…
移動検出装置、４１…解析部、４２…記憶部、４３…算出手段としての算出部、４４…決
定手段としての決定部、４６…抽出処理手段としての抽出処理部、４７…並列画像作成手
段としての並列画像作成部、４８…変化曲線作成手段としての変化曲線作成部、５１ａ…
動脈断面画像としての動脈縦断面画像、５１ｂ…動脈断面画像としての動脈横断面画像、
５２ａ，５２ｂ…基準線、５３ａ…並列画像としての動脈縦断面並列画像、５３ｂ…並列
画像としての動脈横断面並列画像、５８ａ…変化曲線としての縦変化曲線、５８ｂ…変化
曲線としての横変化曲線、７４…変化曲線、７２…血管年齢、７３…年齢標準比率。
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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